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平成27年6月施行「建築基準法」関連法規改正　完全対応！

見てわかる！ビジュアル法規解説書

2016年 リニューアル!!

8
⑶ 防火・準防火地域内の屋根・外壁の開口部 149
⑷ 防火・準防火地域内の屋根の仕様 149
⑸ 建築物が防火・準防火地域の内外にまたがる場合の措置 150

3-12 22条区域 ⑴ 22条区域内の制限 151
3-13 防火区画制限 ⑴ 防火区画一覧表 152

⑵ 防火区画に接する外壁の防火制限 156
⑶ 管・風道の防火区画貫通部の防火措置 156

3-14 内装制限 ⑴ 特殊建築物等の内装 157
⑵ 火器使用室の内装制限 158

3-15 木造 3階建て学校等 ⑴ 木造 3階建て学校等 159

第 4章　避難規定
4-1 廊下・出口等 ⑴ 適用範囲 160

⑵ 出口制限 160
⑶ 廊下の幅（有効幅員） 161

4-2 階段 ⑴ 階段・踊場の構造 162
⑵ 手すりの設置 163
⑶ 階段に代わる傾斜路 164
⑷ 直通階段の設置と歩行距離 165
⑸ 2 以上の直通階段の設置 166

4-3 避難階段と特別避難階段 ⑴ 避難階段・特別避難階段の規定 168
⑵ 避難階段・特別避難階段の構造 169
⑶ 物販店舗の避難階段 171
⑷ 避難上有効なバルコニーの構造 172
⑸ 屋上広場・バルコニー等 172

4-4 敷地内避難通路 ⑴ 避難上・消火上必要な敷地内通路 173
4-5 非常用進入口 ⑴ 非常用進入口の設置・構造等 176

⑵ 路地状敷地の非常用進入口 177
⑶ 共同住宅の非常用進入口 178

避難上・消火上必要な敷地内通路4-4 敷地内避難通路

173
避難規定

４ 敷地内避難通路　◆法35条　◆令127条～128条の 2

地震・火災などの災害時には、避難階の出口に到達し屋外へ出た後、さらに道路・公園等まで避難できる経路を確保しなければ無事に避
難することができない。よって敷地内の避難に要する通路幅の確保をするための基準が定められている。

⑴　避難上・消火上必要な敷地内通路
員幅路通要必路通象対件条象対物築建象対令法拠根

物
築
建
般
一

令128条

法別表 1 欄⑴項～⑷項の特殊建築物
道、公園、広場、その他
空地へ通ずる通路
①　屋外に設ける屋外避
難階段

②　避難階の出口

1. 5ｍ以上
（下記Point参照）

「階数≧ 3階」の建築物

無窓居室を有する建築物
採光面積＜居室床面積の 1／20
排煙面積＜居室床面積の 1／50

「延べ面積＞1, 000㎡」の建築物
同一敷地内に 2以上の建築物があ
る場合は、その延べ面積の合計

敷地内通路

幅員制限なし

避難通路

1.5m以上

建築物

延べ面積
1,000㎡超

道

1.5m以上

Point

①　原則として、敷地内通路は、敷地内の通路と考えられる。ただし、狭小敷地等で敷地内の通路を設け
ることが困難な場合は、下記要件を満たし、かつ避難上支障ないと判断できる場合には、開放性のあ
るピロティとして取り扱うことができる。

隣地境界線

1.5ｍ

50㎝～ 1.5ｍ
（特定行政庁による）

建物（耐火構造）

特定防火設備
（常閉）

外気に有効に開放

ピロティ

②　法40条で、自治体の条例による制限を附加することができる。主に「主要な出入口」という用語によ
り、令128条の1. 5ｍ以上必要なものを床面積や道路までの距離により附加されるので、注意を要する。

　　例：東京都建築安全条例では、道路までの距離20ｍ以内で100㎡超300㎡で 2ｍ、300㎡超で 3ｍ

●業界初！ 解説から根拠条文が呼び出せる電子版付！
●最新の法令を確認可能！ 随時更新の建築関連法令（約500法令以上）登載！
●バックナンバーも閲覧可能！

●一冊で、最新の建築関連法規を網羅！
　申請者の立場から、見やすく図解化。わかりやすいポイントを記載！
●平成27年施行の建築基準法関連法規や、改正「建築士法」、
　新法「建築物省エネ法」の解説を新たに収載！
●手で押さえなくても180度机に沿って開くクータバインディング製本方式を採用！
●「防火・耐火規定」「天空率」の解説を強化！
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本書だけ！ お得な4つのポイント！
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